
2.2	農業・生物生産

2.2.1	 微生物ものづくり

（1）研究開発領域の定義
微生物が有する代謝機能を利用して特定の物質を生産することに関連する研究開発領域。代謝を構成する

素反応の理解、多種多様な素反応の間に存在する相互作用の理解を基礎とし、微生物や生体触媒（酵素）
を用いて低分子から高分子までさまざまな有用物質を生産するための各種技術の確立が含まれる。原料とし
ては糖やグリセロールが多く用いられるが、植物由来の多糖類やCO2を炭素源とするための研究開発も進め
られている。本領域は再生可能で循環型の社会構築に向けた基盤の一つになると期待されている。

（2）キーワード
生化学、代謝工学、酵素工学、遺伝子工学、分析化学、合成生物学、バイオインフォマティクス、生物化

学工学、育種、バイオファウンドリ、発酵、バイオコンバージョン、バイオリアクター、スケールアップ、バイ
オ燃料、バイオプラスチック

（3）研究開発領域の概要
［本領域の意義］

国連による持続可能な開発目標（SDGs）の採択や温室効果ガス排出削減に向けたパリ協定の合意を受け、
国際社会は気候変動や食料安定供給などの社会的課題の解決と持続的な経済成長の両立に資する「バイオエ
コノミー」の形成を推進している。バイオエコノミーは生物資源とバイオテクノロジー、デジタルプラットフォー
ムの融合的な活用に基づいており、その実現に向けてさまざまな研究開発や産業政策、経済活動が展開され
ている。バイオエコノミーの推進は主要国において中心的な国家戦略の一つとして位置づけられ、機関投資
家によるESG投資の急拡大にもつながっている。

経済協力開発機構（OECD）は、The Bioeconomy to 2030の中で2030年における加盟国のバイオ産
業の市場規模が1.6兆ドル（GDPの2.7%）に成長すると予測している1）。このうち「ものづくり」に生物資
源を活かすインダストリアル・バイオ分野が39%を占めており、農業分野が36%、健康分野が25%となって
いる。

この背景にはバイオテクノロジーの目覚ましい革新がある。次世代シーケンサーの登場に伴うゲノム配列解
読の高速化、先端計測技術の開発、バイオインフォマティクスへの機械学習の導入などが進んだ。これにより、
バイオデータ（ゲノム情報、遺伝子発現情報、タンパク質情報、代謝物情報など）が集積し、代謝を構成す
る素反応の理解が進むとともに、それらの相互作用で形成される代謝ネットワークの制御メカニズムの理解が
進んだ。さらに、得られた知見を基に生物内で機能する新たな代謝システムの設計が可能になってきた。他
方、ゲノム編集技術をはじめとするゲノム工学技術が開発されることで、より正確なゲノム操作が可能になり
つつある。こうして、微生物の物質生産能力を今まで以上に引き出し、高濃度、高収率、高生産速度で特定
の分子を生産できるようになってきた。

微生物による生産（ものづくり）は、常温・常圧プロセスであるためエネルギー投入量が少なく、金属触
媒や有機溶媒など、有害な成分の使用を控えられるため、環境への負荷を抑えることができる。また、原料
として糖類や油脂などの再生可能資源を利用することができ、化学プロセスと比べて持続性の高いものづくり
が可能である。リグノセルロースなどの非可食バイオマスやCO2を原料とすることができれば、持続可能性は
さらに高まる。すなわち、微生物ものづくりの拡大は地球環境保全への貢献につながる。微生物は、これま
で発酵食品の製造や抗生物質をはじめとする機能性素材の生産に用いられてきた。近年は、石油化学製品を
バイオテクノロジーにより生産する研究開発が世界的な競争となっている。微生物ものづくりに関する研究の
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進展はさまざまな分子の生産の概念を大きく変貌させ、新たな経済的・社会的価値の創出につながることが
期待される。

［研究開発の動向］
微生物はさまざまな物質を生産することから、古くからものづくりに利用されてきた。アミノ酸、核酸、脂質、

糖質、タンパク質、ビタミン、抗生物質などは微生物によって生産されてきた物質の代表例であり、生産株の
育種や製造プロセスの開発が行われてきた。微生物としては、放線菌や乳酸菌、ビフィズス菌、枯草菌、大
腸菌などの原核生物から、酵母や糸状菌などの真核生物が使われてきた。生産株の育種においては、紫外線
照射や薬剤などを利用した変異導入とスクリーニングを組合せた変異育種技術が今でもよく用いられるが、遺
伝子工学を駆使することにより目的物質の蓄積濃度、収率、生産速度の向上が実現している。近年は、合成
生物学の登場に伴い、元来、宿主微生物が生成しない物質や、そもそも生物が生成しない非天然物質を生産
することが可能になってきている。例えば、アルカンやアルコール、ゴム原料、非天然有機酸、高等植物のみ
が生成する二次代謝産物を生成する微生物株が開発されている。これまで人類が扱ってきた微生物はごく限
られたものであり、地球上に存在する99%以上の微生物は単離培養されていない。今後、難培養微生物の
探索などを通じて未開拓の微生物機能を活用することができれば、大きな飛躍が期待される。

近年の遺伝子工学の進展は目覚ましく、ゲノム改変などに匹敵するさまざまな分子ツールが開発され続けて
いる。具体的には、プロモーターやリボソーム結合配列、ターミネーター、薬剤マーカー、遺伝子導入部位
配列、転写因子のカタログ化に加え、さまざまな誘導発現系の開発、トグルスイッチやトーホールドスイッチ
などの動的な発現制御技術の開発、特定の光波長により遺伝子発現やタンパク質機能を応答させる光スイッ
チ技術の開発、DNA/RNA/PNAアプタマーやリボザイム、人工転写因子などの分子認識ツールの開発、
RNA干渉やsRNAなどを利用した転写産物量調節技術などの開発が活発である2, 3）。ゲノム編集技術の登場
が大きなインパクトをもたらしたことは言うまでもなく、CRISPRシステムはDNA/RNA配列を書き換えるゲノ
ム編集用途だけでなく、CRISPRiやCRISPRaなどの遺伝子発現制御にも応用されている3）。また、核酸を
連結・集積させて人工DNAライブラリーやDNAバーコードを作成することのできるDNAアセンブリ技術の
開発も精力的に進められ、遺伝子工学分野の進展に寄与している2, 4）。また、遺伝子工学を適用可能な宿主
株の拡張も進んでいる。

このようなゲノム改変ツールの充実は、宿主株が元来具備しない（あるいは天然に存在しない）生物メカニ
ズムを宿主株に実装する合成生物学的アプローチの展開に寄与している。例えば、植物由来代謝経路の微生
物への実装は広く取り組まれている。一方、マサチューセッツ工科大のC. Voigtらは人工的な遺伝子発現制
御回路を構築している5）。これは局所的には遺伝子発現のオン・オフ制御や代謝経路の切り替え制御に利用
されているが、俯瞰的に見ると経路間の相互作用が設計され、いわば論理回路の構造を成立させている。即
ち、デジタル信号を処理して論理演算を行う論理回路のように、複数の遺伝子群の発現バランスが緻密に制
御されている。このような遺伝子工学の進展は物質生産用宿主株の開発方法の選択肢を増やし、バイオもの
づくりに貢献し始めている。本技術の発展には、長鎖DNAの人工合成技術や自動化技術が不可欠である。

遺伝子工学の進展の一方、近年の生物情報の爆発的な増大に伴い、バイオインフォマティクスが進展して
いる。DNA配列データ、遺伝子発現データ、タンパク質データ、代謝物データなど、生物機能に関わるデー
タが集積、整理されるとともにそれらを利用した解析手法の開発が進められている。代謝工学分野では、ゲノ
ム情報を利用した代謝ネットワーク解析や代謝フラックス解析が体系化されることで解析手法の土台が固まり、
各種オミクス（トランスクリプトミクス、プロテオミクス、メタボロミクス）のデータを活用する方法論やキネティ
クスモデルの導入が進んでいる6, 7）。また、ターゲット化合物を高生産するための代謝経路の設計技術、未知
の生合成経路を提示する手法のなど、ものづくりを能動的に促進するバイオインフォマティクス技術も開発さ
れてきている8, 9）。

このように多様な遺伝子工学ツールの開発に加えて、バイオインフォマティクスが進展することで、DBTL
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サイクルという概念が提唱され、その概念を適用した研究開発が大きく進展している。これはDesign（設計）
⇒ Build（構築）⇒ Test（評価）⇒ Learn（学習）の頭文字をとった生産株育種のワークフローである。一
例としては、①計算科学により目的物質を高生産する代謝経路を設計し、②経路実現を目的として各種遺伝
子を発現する微生物株を構築し、③構築した株の目的物質生産とそれに付随するデータセットを取得し、④
目的物質の高生産に関与する特徴量を抽出する、となる。この特徴量を持って再度、菌株の設計・構築を行
えば効率的に育種が進む。この概念はアカデミアで実証 9, 10）されているだけでなく、Ginkgo Bioworks社
などの海外バイオ企業に実装され、世界的な市場開拓につながっている。わが国においても、DryとWetの
融合を推進する研究開発プロジェクトとしてNEDOスマートセルプロジェクトが実施されるなどにより、プラッ
トフォーム技術の開発と社会実装、スタートアップ企業の創設が推進されてきた。2020年にはアジア初の統
合型バイオファウンドリ事業を実現するスタートアップとしてバッカスバイオイノベーション社が設立されてい
る。

DBTLサイクルはデータセット（菌株の性能情報、培養条件などのメタデータ、生産に関連する分子の情報
など）を集積し、これを活用していくデータ駆動型研究が競争力の源泉になっていくが、実験データの再現性
が課題となっている。情報処理による特徴量の抽出に際してはデータの多様性も求められる。こうした観点か
らラボオートメーションの開発が進み、正確な操作で多検体の評価実験を行う自動化システムの開発が世界
的に進められている。バイオ実験へのロボティクスの導入はバイオとデジタルの有機的な連携を促進しつつあ
る。

ここまで菌株の育種について触れてきたが、培養プロセスの開発においてもデータ駆動型研究が求められて
いる。安定して菌株の性能を引き出す培養制御技術の確立は、実用化における肝である半面、長大な開発期
間が必要とされてきた。この検討をデータ駆動型にすることにより開発のスピードアップが期待されている。
また、数100 L超の大型培養槽へのスケールアップは限られた技術者の匠の技に依存しており、その伝承が
将来的な課題になっている。国内では、NEDO「カーボンリサイクル実現を加速するバイオ由来製品生産技
術の開発」による支援により取り組みが進んでいる11）。

ここ数十年にわたり、石油化学由来の基幹化合物をバイオ由来に転換するバイオリファイナリーに関する研
究開発が推進されてきた。近年、食料と競合する原料から、非可食バイオマス（リグノセルロースなど）やバ
イオマス廃棄物、COやCO2を含む産業排気ガスを原料とする有用物質生産への転換が商業レベルで進んで
いる12）。

【海外】
米国では、National Bioeconomy Blueprint13）、マテリアルゲノム（MGI）戦略 14）と「全米製造イノベー

ションネットワーク（NNMI）」15）構想に基づいて継続的にモノづくり技術開発が進められている。2022年9
月には、バイデン大統領が、National Biotechnology and Biomanufacturing Initiativeに署名した。（1）
国内バイオ製造能力の拡大、（2）バイオ製品の市場拡大、（3）研究開発の推進、（4）専門人材育成、（5）
バイオ産業製品に対する規制改革、を掲げ、医薬品などの原料や製品の中国依存を減らし国内に囲い込む狙
いがある16）。

DOE Bioenergy Technology Office （BETO）主導で幅広い支援が行われており、2022年9月には、
再生可能なバイオエネルギーとバイオマテリアル生産、バイオイメージングとセンシング、エネルギー作物の
遺伝子機能解析、環境中のマイクロバイオームの機能解析に関する37プロジェクトに1億7,800万ドルを助
成することを発表 17）。さらに、2023年1月には米国内のバイオ燃料生産を加速するため、17プロジェクト
に1億1,800万ドルを助成すると発表している18）。

微生物ものづくりに関しては、Agile BioFoundryの活動が注目される。これはBETOとNSFが連携して
先進技術を開発しようとするもので、Synthetic Biologyのプラットフォームを強化しつつ、企業との共同開
発が進められている。2022年には、菌株育種のための機械学習、酵素エンジニアリング、微生物の生育と生
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産フェーズの分離、メタン資化性菌など6つのプロジェクトが選択された19）。
欧州では、研究とイノベーションのファンディングプログラムであるHorizon Europe（〜2027年）の中の

「クラスター領域6：食料、バイオエコノミー、天然資源、農業、環境」で実施される募集課題には、微生物
ものづくりに関係するものが含まれている20）。

欧州の取組みの特徴は、理想とする社会の実現に向けて、使い捨てプラスチックごみ問題から脱プラスチッ
ク、生分解性プラスチックへの転換を社会導入するなど、政策に誘引されながら研究開発が進められている点
にある。そのため、製造技術の研究開発と並行して、製品の社会許容に関する調査、製品の規格・認証シス
テム・表示など、社会実装に必要な課題にも取り組んでいる。アカデミアと企業による事業化のギャップをつ
なぐ支援も豊富である。産学官連携のための組織Bio-based industries consortium （BIC）が発足しており、
2050年までにサスティナブルで競争力のあるBio-based industryを立ち上げ、経済成長と環境の調和をサ
ポートし、循環型社会の構築を目指している。研究開発だけでなく、各種政策支援情報やBio-based 
industryに関する調査報告書、position paperなどの情報発信も積極的に行っている。2020年まで予算配
布の実務を行っていたBio-based Industries Joint Undertaking （BBI JU）の業務は、2021年からは
Circular Bio-based Europe Joint Undertaking （CBE JU）に引き継がれ、20億ユーロの予算規模で活
動を行っている21）。

中国では、2022年5月に「第14次五カ年計画バイオエコノミー発展計画」が発表された。同計画では、
バイオエコノミーはライフサイエンスとバイオテクノロジーの発展・進歩を原動力とし、バイオ資源の保護、
開発、利用に基づき、医薬、健康、農業、林業、エネルギー、環境保護、材料などの産業との広く深い融合
を特徴とするとしている。2025年までにバイオエコノミーが質の高い発展の強力な推進力となること、さらに
2035年までに中国のバイオエコノミーが世界をリードすることが目標となっている。

【国内】
わが国は、2019年6月にバイオ戦略2019を公表し、さらに2020年6月にバイオ戦略2020を公表した。

この中では、2030年に世界最先端のバイオエコノミー社会を実現することを目標とし、バイオファーストとい
う考え方に基づき、国内外から共感されるバイオコミュニティを形成し、バイオデータ駆動型の研究開発を行
うとした。本戦略は、2024年6月に「バイオエコノミー戦略」と名称を改め、①バイオものづくり・バイオ由
来製品、②一次生産等（農林水産業）、③バイオ医薬品・再生医療等、ヘルスケアの各領域について、最新
動向などを踏まえ、2030 年に向けた科学技術・イノベーション政策の取組の方向を示した。

【論文・特許動向】
•	領域全体の論文数は10年間で約2倍に漸増している。
•	当該領域では欧州の論文数が一貫して最も多く、2021年においても国別1位の中国を僅差で上回る。

国別論文数では、中国の増加が顕著であり、2016年以降は米国を抜いて1位となっている。3位のイン
ドも着実に論文数を増やしている。 Top10%は2017年、Top1%の論文数は2019年に、中国が国別で
の首位になり、2021年にはTop10%、Top1%論文数とも欧州をも引き離している。

•	日本の論文数は国別8位と低調であるが、企業との共著が多いのが特徴となっている。
•	中国の特許ファミリー件数のシェアが2019年以降頭打ちしており、全体的に特許ファミリー件数が停滞

している。2022年における日本の特許ファミリー件数のシェアは中国、米国、韓国に次いで4位である。
Patent Asset Indexのシェアでは米国が首位を維持しており、化学メーカーが上位オーナーを占めてい
る。
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（4）注目動向
［新展開・技術トピックス］
・代謝産物の構造解析

リガク社と日本電子社は、リガク社の単結晶構造解析用装置の要素技術と日本電子社の透過型電子顕微鏡
技術を組み合わせた、Synergy-EDを開発した。従来技術では大変手間のかかる数10〜数100nmの極微
小結晶を用いた単結晶構造解析を可能とし、代謝産物の構造解析になどに威力を発揮すると期待される24）。
・ラボラトリーオートメーション

バイオ実験を自動で行うシステムの開発が急速に進められている。実験室で用いられるさまざまな技術や操
作を自動化するハードウェアとソフトウェアの開発が求められるが、バイオ研究者による自動化を想定した実
験プロトコルの開発も必要となるため、学際的な取り組みが求められる。当初はGinkgo Bioworks社などの
米国バイオ関連企業が実験装置メーカーと共同開発して導入されてきたが、現在では全世界的な潮流となっ
ている。具体的には、分注、培養、反応、分析などの実験作業をロボット動作に落とし込むことにより、実
験の生産性とデータ品質の向上、作業時間の短縮、今までできなかった実験の実現などに貢献している。
DBTL型の研究で多様な多階層のデータが集積される中、サンプル管理やデータ管理の上でも大きな利点を
有する。
・AIによる代謝経路予測

合成生物学の進展により、元来微生物が生成しない植物由来の有用物質を生産することが可能になってき
ているが、植物由来の二次代謝物は生合成経路が未知であることが多く、課題となっていた。これに対し、
酵素反応を予測する機械学習アルゴリズムが開発されることで未知酵素を発見することが可能となり、さらに
代謝工学と結びつけることにより、植物由来有用物質の微生物生産が実現している9）。
・機械学習による酵素改変

ポリエチレンテレフタラート（PET）を炭素源として生育する新規微生物からPETをエチレングリコールと
テレフタル酸へ加水分解する酵素（PETaseとMHEase）が見いだされたが、その至適pH・温度など実用
化には課題があった。そこで酵素の立体構造をベースとした機械学習により酵素を改変し、ロバストな酵素の
創出に成功した25）。
・化学合成糖を原料とした物質生産

CO2 から化学合成した非天然糖を原料としたものづくりの可能性が示唆されている。アミノ酸発酵などに用
いられるコリネ型細菌の安定培養法を確立し、化学合成糖を原料とした乳酸の発酵生産に成功した25）。
・第二世代バイオエタノール

第二世代バイオエタノール（セルロース系エタノール）の生産の社会実装の事例として、スイスのClariant
社は2021年10月にルーマニアでの商業生産を開始した。ところが、製造における糖化酵素の生産効率が目
標に達せず、2023年12月に工場を閉鎖 12）。バイオマスの糖化が依然として課題であることを示した。
・ガス発酵

米国LanzaTech社は、製鉄所などの排気ガスに含まれるCO/CO2とH2 からクロストリジウム属細菌を用
いたガス発酵によりエタノールを生産する技術を確立。2023年には中国（4ヶ所）、インド、ベルギーの6つ
のプラントで年間31万トンのエタノールを生産した。わが国でも、LanzaTechの技術をベースに積水化学社
と官民ファンドのINCJが合同で、都市ごみの焼却排ガスからのエタノール生産を行う1/10スケールの実証プ
ラントを岩手県久慈市に建設し、2022年から生産を開始した。
・精密発酵

精密発酵とは、微生物を使って動物由来の油脂やタンパク質などを生産する技術であり、畜産に比べて温
室効果ガス排出を大幅に削減できることから地球温暖化への貢献が期待されている。例えば、米国Perfect 
Day社は、乳タンパク質の遺伝子を導入した微生物を培養することで、乳牛を使うことなく乳タンパク質を生
産している。米国Perfect Dayは、2022年非動物性の乳タンパク質を使った牛乳を世界で初めて販売ヒトミ
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ルクオリゴ糖の乳児粉乳への添加が進む
精密発酵原料の世界市場規模は2023年の28億米ドルからCAGR44.0%で推移し、2030年には363億

米ドルの規模に成長と予測。ヒトミルクオリゴ糖市場規模は2023年に2億9,790万米ドルと推定。 CAGR 
9.72%で2030年には5億7,055万米ドルに達すると予測。
・微生物代替タンパク質

フィンランドSolar Foods社はCO2とH2でキサントバクター属細菌を培養し、得られた菌体を乾燥・粉末
化した代替タンパク質Solein®を開発し、シンガポールで食品としての販売認可を取得した。味の素社は
Solar Foods社との戦略的提携のもとで商品開発を開始した。

［注目すべき国内外のプロジェクト］
【海外】
・米国「National Biotechnology and Biomanufacturing Initiative」

2022年9月にバイデン大統領は、米国で発明した全てのものを国内製造可能にするための大統領令に署名
した。脆弱な海外からのサプライチェーンを強固な国内チェーンに置き換え、健康、農業、エネルギーなど
複数のセクターで米国のバイオエコノミーを成長させようとするものである。これを受けて、DOEは有機酸の
バイオ生産工場建設のためBioforge Marshall 社に2.1億米ドルの融資を決定した。
・�EU「Broadening the spectrum of robust enzymes and microbial hosts in industrial 
biotechnology」（2023年〜）
Horizon Europeにおけるサーキュラーエコノミーとバイオエコノミーのセクションで公募が開始された。

【国内】
・�NEDO「カーボンリサイクル実現を加速するバイオ由来製品生産技術の開発」（2020〜2026年度、2024
年度予算26.4億円）11）

新たなバイオ資源の拡充や工業化に向けたバイオ生産プロセス、生産プロセス条件と育種の関連づけを可
能とする統合解析システム開発を行う。また、実生産への効果的な橋渡しを行うバイオファウンドリ基盤を整
備し、バイオ由来製品の社会実装の加速とバイオエコノミーの活性化を果たす。「データ駆動型統合バイオ生
産マネジメントシステムの研究開発」、「データベース空間からの新規酵素リソースの創出」、「遺伝子組換え植
物を利用した大規模有用物質生産システムの実証開発」、「スマートセル時代のバイオ生産プロセス実用化を
促進させるためのバイオファウンドリ拠点の確立」、「産業用物質生産システム実証」といったテーマが実施さ
れている。
・�NEDO「グリーンイノベーション基金事業/バイオものづくり技術によるCO2を直接原料としたカーボンリサ
イクルの推進」（2023〜2030年度、1767億円）
CO2を原料とした新しいバイオものづくり製品の社会実装とCO2 の資源化による産業構造の変革を目指し、

以下のテーマに取り組む。
　〔1〕有用微生物の開発を加速する微生物等改変プラットフォーム技術の高度化
　〔2〕CO2を原料に物質生産できる微生物等の開発・改良
　〔3〕CO2を原料に物質生産できる微生物等による製造技術等の開発・実証

・NEDO『バイオものづくり革命推進事業』（2023-2032年度、予算約3000億円）
未利用資源の収集･原料化、微生物などの改変技術、生産・分離・精製・加工技術、社会実装に必要な

制度や標準化などのバイオものづくりのバリューチェーン構築に必要となる技術開発及び実証を支援。「バイ
オものづくり革命推進事業研究開発計画」に基づき以下の研究開発を実施中。

研究開発項目〔1〕「未利用資源の収集・資源化のための開発・実証」
研究開発項目〔2〕「産業用微生物等の開発・育種及び微生物等改変プラットフォーム技術の高度化」
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研究開発項目〔3〕「微生物等による目的物質の製造技術の開発・実証」
研究開発項目〔4〕「微生物等によって製造した物質の分離・精製・加工技術の開発・実証」
研究開発項目〔5〕「バイオものづくり製品の社会実装のための評価手法等の開発」

・�JST『革新的GX技術創出事業（GteX）』「バイオものづくり領域」（2023年度〜、畜電池領域と水素領域
を含めて全体で496億円）
化学、繊維、食品飲料製造業などの幅広い産業にバイオものづくり技術を適用するために、多様な脂肪族

化合物や芳香族化合物（ゴム製品、プラスチック、化学繊維などの原料）、SAF（Sustainable Aviation 
Fuel）をはじめとする次世代燃料などの化学品の種類・生産効率の向上や多様化・機能の拡大、 CO2 の固
定化能の向上などを目指し、微生物/植物による次世代バイオものづくりシステム基盤につながる研究を推進。
・内閣府・NEDO「ムーンショット型研究開発事業」

目標4：2050年までに、地球環境再生に向けた持続可能な資源循環を実現
大気中のCO2や海洋プラスチックごみなど、環境に広く拡散された物質や低濃度な状態で環境に排出され

る物質を回収し有益な資源に変換する技術や、分解・無害化する技術に関する挑戦的な研究開発プロジェク
ト。
・内閣府・NARO「ムーンショット型農林水産研究開発事業」

目標5：2050年までに、未利用の生物機能などのフル活用により、地球規模でムリ・ムダのない持続的な
食料供給産業を創出
「生物機能をフル活用した完全資源循環型の食料生産システム」のプロトタイプを開発・実証、「健康・環

境に配慮した合理的な食料消費を促す解決法」のプロトタイプを開発・実証。
・�科研費学術変革領域（A）「生体反応の集積・予知・創出を基盤としたシステム生物合成科学」（領域略称名：
予知生合成科学）（2022-2026年度）
天然有機化合物は「探す」もの、という既成概念から脱却し、天然有機化合物は「創り出す」もの、とす

る根本的な変革を掲げる。生物活性天然有機化合物の設計図である生合成遺伝子の配列情報から多種多様
な生合成酵素の機能を的確に予測して、未知の天然有機化合物の構造を予知するとともに、生合成プロセス
を自在に改変・拡張し、人工的な物質生産の実現を目指す。

（5）科学技術的課題
近年のバイオものづくり研究の潮流を形成してきた背景に代謝工学の発展がある。代謝工学の根幹技術と

して、1）代謝ネットワークモデルの解析を通して生物システムの代謝能力を予測するflux balance analysis
（FBA）、2）制約を与えるモデリングアプローチで代謝フラックスを定量化するmetabolic flux analysis
（MFA）、3）同位体トレーサーによる実験データを利用する13C-metabolic flux analysis（13C-MFA）な
どが開発され、代謝経路全体を俯瞰的に取り扱うことのできるアプローチが進化を続けている26, 27）。増大す
る実験データを有効に活用して計算上の制約を設けることで、より現実的な代謝モデルが構築されつつ、改
変後の代謝フラックスを予測する計算アルゴリズムが開発され、速度論モデルの導入も進められている。また、
COBRA Toolboxのような汎用計算ツールも開発されている。

一方で、1,000種類以上ある代謝物の生成および分解を制御する代謝機構の理解は決して充足していない。
DNA、RNA、タンパク質、代謝化合物のプールサイズの網羅測定に迫るオミクスの登場は革命的であったが、
時間的・空間的な情報の取得が困難であることは代謝機構理解の障壁となっている。生物を対象とする上で
避けられないことであるが、未知の現象が多く、既知の現象に対しても分子レベルの機構の理解が不足して
いる点は基礎研究で補っていく必要がある。酵母や大腸菌のようなモデル生物でもこのような現況であるので、
多種多様な生物資源の利用にあたっては基本的な知見から集積していく必要がある。代謝工学は俯瞰的アプ
ローチであるため、未知の代謝機能があってもそれをブラックボックスとして解析を進めることができる。裏
を返せば生物情報が充実し、その解析技術が開発されれば現実的な代謝モデルが多数構築され、バイオもの
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づくり研究は飛躍的に前進することが期待される。
その際、重要になるのがデータの収集と解析に関する技術開発である。上の観点から多くのデータを短期

間で収集する技術の開発が求められ、ラボオートメーションの重要性は今後益々増していくものと思われる。
データセットの拡大によりバイオインフォマティクス研究の重要性も高まる。DBTLサイクルは微生物の代謝を
理解し、その理解を基に生産株開発に展開する上で有効な概念であり、育種だけでなく酵素の探索や開発、
遺伝子発現回路の開発、生産プロセスの構築にも適用の可能性がある。しかしながら、具体的な適用範囲は
未知数であり、運用すると研究材料や目的によりさまざまな困難が想定され、そのための課題抽出が必要で
ある。例えば、枯草菌や放線菌、糸状菌などの産業上有用性の高い微生物、水素酸化細菌や光合成微生物
などのCO2 利用性微生物に対しては、それらに適したDBTLプラットフォームの開発が必要であろうし、難培
養微生物や複合微生物生態系に対する技術の開発も求められていくであろう。今後、さまざまな研究開発を
展開することにより、この概念をさらに高度化していく必要がある。

目的物質が化石燃料由来の化学品の代替などの場合、研究開発の成果が社会実装されるかどうかは、その
経済性に依存しており、開発初期から再生可能な原料の活用や生成物の反応液からの分離回収などの工学的
な視点を持つことが重要である。また、生成物の分離回収などのダウンストリームプロセスへの負荷低減を考
慮した生産系の構築も必要となり、トータルコストを考慮した技術開発が重要である。

（6）その他の課題
合成生物学やシステムバイオロジーの興隆は生物情報の解析を促進するだけなく、デジタル表現との親和

性を提示している。データ駆動型の研究プラットフォームの開発が進むことで育種は新たな展開への転換点に
差し掛かっている。バイオものづくりは、もはや生物（化学）工学の一角を成すだけでなく、情報科学や機械
工学、電子工学とも重複しながら新しい学術分野の創成に繋がっている。したがって、まずは分野間融合を
促進する研究開発プログラムの創出が重要である。融合を促進する研究拠点の形成も求められるであろう。
その際、研究者数は増加しているが新興分野であるため、国際的な拠点が望ましい。世界の研究者が連携す
ることにより、スケールの大きい研究が行われることが期待される。ここで特に重要な点は人材の育成である。
各分野の基礎研究は重要であるが、融合領域で活躍できる人材の創出が必要である。例えば、バイオ×デジ
タル、バイオ×ロボティクスなどの異分野融合研究に取り組める次世代の若手人材の育成は急務である。

また、バイオテクノロジーの出口は広く、工業、農林水産業、医療・ヘルスケア産業など、さまざまな分野
への貢献が成されてきたが、要素技術自体も異分野との共創の中で相乗的に高度化していくことが期待される。
タンパク質構造予測AIやラボオートメーションはその一例である。異業種の連携によるイノベーション創出が
求められる。また、基礎から応用までを一気通貫で取り組む研究も重要性が増してきている。NEDOプロジェ
クトの中で応用的な研究テーマが数多く開始されているが、産学連携によるさらなる進展に期待したい。ス
タートアップ企業の創出やそれらを巻き込んだ産学官の研究開発エコシステムの構築も当該分野の発展に重
要と思われる。

研究成果が社会に還元される際、微生物による生産物が、我々の生活に深く関わるものであるほど、その
背景にある科学技術が社会問題化する。遺伝子組換え技術を応用したケースが典型的な事例となるが、わが
国では、ゲノム編集技術を利用したトマトやマダイが世界に先駆けて上市されており、微生物ものづくりの関
連する革新的な技術とその利用に関しても、リスクとベネフィットの評価などを通じた社会とのコミュニケー
ションや理念の共有が重要になるだろう。

バイオものづくりによる製品は、国際持続可能性カーボン認証（International Sustainability & Carbon 
Certificate; ISCC）や持続可能なバイオマテリアルに関する円卓会議認証（the Roundtable on 
Sustainable Biomaterials; RSB）などの持続可能性認証を取得することで、その付加価値が高まる。
LanzaTech社は 2023年3月にRSB認証を獲得。わが国でも、これらの認証取得を視野に入れた製品開発
が求められている。 
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（7）国際比較

国・地域 フェーズ 現状 トレンド 各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本

基礎研究 ○ ↗

•	内閣府：ムーンショット目標4「2050年までに地球環境再生に向けた
持続可能な資源循環を実現」5年間の研究費総額204億円

•	NEDO「カーボンリサイクル実現を加速するバイオ由来製品生産技術の
開発」「グリーンイノベーション基金事業/バイオものづくり技術による
CO2を直接原料としたカーボンリサイクルの推進」、JST「革新的GX技
術創出事業（GteX）」「バイオものづくり領域」などの大型プロジェクト
が進行中。

•	バイオ技術と情報解析技術の融合が進み、データ駆動型の代謝工学研
究が広く進められている。

•	モデル藻類「シゾン」の近縁種ガルデリアの産業利用を目指した研究
が進展 28）。

応用研究・開発 ○ ↗

•	バイオ戦略に関連して東京圏と関西圏にグローバルバイオコミュニティ
が認定された。

•	NEDO「カーボンリサイクル実現を加速するバイオ由来製品生産技術の
開発事業」「バイオものづくり革命推進事業」にて産学連携テーマが多
数進行中。

•	アジア初の統合バイオファウンドリ型スタートアップとしてバッカスバイ
オイノベーション社が創業した。

•	海洋生分解性を有するプラスチックとして、カネカ社Green Planetþの
実用化が加速している。

米国

基礎研究 ◎ ↗

•	DOE、DARPAを中心に中長期的視点で豊富な研究支援を行い、Bio-
based productsに関する研究開発をリードしている。

　�大学主導の基礎研究への取り組みは依然強力であり、NSFを中心とし
て有識者がサポートする体制がうまく機能している。

•	Synbiobeta29）、Build-A-Cell30）、EBRC31）などのアカデミア連携の
組織が積極的に活動を行っている。

•	AIを用いてPETaseの酵素機能改変に成功 25）

•	大量培養の実績があるスピルリナを利用した抗体生産に成功 32）

•	無細胞系でカンナビノイドを生産することに成功 33）

•	複数のオルガネラの代謝を改変することでトロパンアルカロイドのバイ
オ生産に成功 34）

応用研究・開発 ◎ →

•	DOEがAgile Biofoundryを中心とした企業連携によるプロジェクトを
サポートし、事業化を加速。

•	Biotechnology.Innovation.Organization（BIO）が、継続的に産
官学連携の場の設定や、政策提言などを効果的に実施

•	Ginkgo Bioworks社は、合成生物学に関連する研究開発をベースとし
て、医療・農業・食品分野への展開を進めている。

•	Lanzatec社がガス発酵プロセスによるエタノールの商業製造を開始 35）

欧州 基礎研究 ◎ ↗

•	英国、ドイツを中心にフランス・フィンランド・スイスなど合成生物学、
酵素工学の研究クラスターが集積しており、EUによるサポートや連携
も積極的に取り組まれている。

•	Horizon Europe（2021-2027年）の「クラスター領域6：食料、バ
イオエコノミー、天然資源、農業、環境」に微生物ものづくりに関連す
る研究課題が含まれている20）。

•	英国Imperial College Londonが中心となって合成生物学の実用化を
推進するコンソーシアムSynbicite36）は積極的な活動を展開している。

•	ピキア酵母が独立栄養条件下で増殖するよう改変することに成功 37）
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欧州 応用研究・開発 ◎ ↗

•	B A S F社 は 広く微 生 物もの づくり関 連 事 業 を 展 開。 D S M社 は
Nutrition, Health and Sustainable Living分野に集中。バイオテク
ノロジーの幅広い応用を展開 38）。 Bayer社はGinkgo Bioworks社と
農業分野での微生物の活用を目指して設立したJoyn Bio社をGinkgo
社に売却 39）。

•	Bio-based industry政策推進のためBICとCBE JUにより多数のプロ
ジェクトが実施されている21）。

•	IEA Bioenergy Task 42： オランダ、ドイツ、オーストラリア、デンマー
クが中心となりバイオリファイナリーへの取り組みを推進している40）。

•	英国（エジンバラ大学、マンチェスター大学、ジーンミル大学）、デンマー
ク（Novo Nordisk財団、デンマーク工科大）など6か所にバイオファ
ウンドリがある41）。

中国

基礎研究 ◎ ↗

•	合成生物学、Bio-based productsに関する特許と論文数は米国を凌
駕している。

•	�2017年に中国科学院深セン先進技術研究院に合成生物学研究所を設
立し、国際ゲノム編集プロジェクトを中心に高いレベルの研究を行って
いる。

応用研究・開発 ○ →

•	天津大学合成生物学フロンティアサイエンスセンター、中国科学院深セ
ン合成生物学研究所・深セン先端技術研究所にバイオファウンドリが設
立されている。

•	バイオファウンドリ拠点整備が強力に推進されている。山西合成生物産
業エコロジーパーク（山西省）では民間企業と特別目的会社を設立し、
研究および製造の拠点が整備されている（山西省の出資比率は49.9%、
40億元）。また、合成生物技術イノベーションセンター（天津市）では
天津市と中国科学院から20億元の出資を受けて拠点整備が進んでいる。

韓国

基礎研究 △ → •	2007年にBioCADを提案したのはKAISTであったが、その後、目立っ
た成果はない。

応用研究・開発 △ → •	Synthetic Biology and Bioengineering Research Centerにバイオ
ファウンドリを設置 41）。

その他の
国・地域

基礎研究 ○ →

•	シンガポールは、Singapore Consortium for Synthetic Biology な
どの枠組みで合成生物学関連の8つのプロジェクトに3,400万シンガ
ポールドルを投資 42）。

•	イスラエル（特にワイズマン研究所）の合成生物学・システム生物学の
レベルは高い。

応用研究・開発 △ →

•	シンガポール国立大学を中心に合成生物学に力を入れており、同大学
にバイオファウンドリを設立している41）。

•	オーストラリアは合成生物学に力を入れており、3カ所にバイオファウン
ドリを設置 41）。

（註1）�フェーズ 

基礎研究：大学 ・ 国研などでの基礎研究の範囲 

応用研究 ・ 開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲　

（註2）�現状　※日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価 

◎：特に顕著な活動 ・ 成果が見えている	 〇：顕著な活動 ・ 成果が見えている 

△：顕著な活動 ・ 成果が見えていない	 ×：特筆すべき活動 ・ 成果が見えていない

（註3）�トレンド　※ここ1〜2年の研究開発水準の変化 

↗：上昇傾向、→：現状維持、↘：下降傾向

関連する他の研究開発領域

・バイオマス発電・利用（環境・エネ分野　2.1.5）
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